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	 今から10年余り前、主要なセメント企
業が一堂に会し、持続可能な発展のため
の世界経済人会議 (WBCSD) の援助の
下、「セメント産業部会」(CSI)を制定
しました。その時から、自主的で継続的
な改善への取り組みに基づき、セメント
産業のみならず、ビジネス全般を持続可
能なものに変えて行こうとする歩みが始
まりました。この取り組みには、20年前
のリオデジャネイロ地球サミットに合わ
せて設立されたWBCSDの理念と目標が
体現されています。リオの地球サミット
からの進歩について各国政府が見直しを
行っている今、CSIが発足から10年間に
どのように計画を実行に移してきたかを
振り返ってみることは重要です。

 CSIは、最初に、持続可能性のために
セメント産業が取り組むべき優先課題を
特定し、それらに対処するための計画と
行動案を策定しました。優先課題は、従
業員の衛生と安全の向上、CO2や他の大
気汚染物質の削減、原燃料の最も効率的
かつ効果的な利用の推進、操業による地
域的影響の管理と抑制、ステイクホルダ
ーとのコミュニケーションの拡大などで
した。CSIは、これらすべての分野にお
いて法律の範囲内で、透明性のある合意
された方法論を作り上げること、そして
メンバー会社間でグッドプラクティスを
積極的に共有することにより、効果的に
付加価値を生み出し、持続可能な解決策
に貢献してきました。

  CSIは、透明性のあ
る合意された方法論を
作 り 上 げ る こ と に よ
り、効果的に付加価値
を生み出し、持続可能
な解決策に貢献してき
ました。

	 気 候変動の問題への取り組みで
は、CSIは、ハイレベルの政策策定に深
く関わり、ヨーロッパ、日本、メキシコ
などの政府や国連にも働きかけながら、
国連気候変動枠組条約での議論に産業界
からの具体的な提案や事例を提供してき
ました。このような努力により、国連の
様々な活動で産業界の参加を拡大、強化
する道が開かれました。

 CSIは、世界の動向に沿って動いてき
ました。今では、世界のセメントの多く
が新興市場で生産され、中国だけで世界
のセメント生産量の半分以上を占めてい
るため、CSIもこれらの地域を重視して
います。現在24社が加盟するCSIでは、
中国、インド、ブラジルなど新興国にあ
る国々からのメンバーが多くなっていま
す。現在のメンバーのうち3分の2は、ヨ
ーロッパ以外の企業です。

	 世界では、企業が自社の持続可能性を
維持するだけでなく、より幅広い問題へ
の社会の取り組みを支援することも期待
されています。そのためCSIは、2002年

の行動計画に掲げた優先課題から歩みを
進め、現在では、上流においては採掘業
務における生物多様性、水資源などへの
影響を管理する一方、下流においては持
続可能な建設のあり方を奨励することが
目標に加えられています。

  世界では、企業が自
社の持続可能性を維持
するだけでなく、より幅
広い問題への社会の取
り組みを支援することも
期待されています。

	 当初の「行動計画」は、目標のリス
トでした。本報告書は、これまでの成果
を記録し、これからの針路を展望するも
のです。我々はこの進歩を誇りとします
が、個人として、また組織として進歩を
可能にしてくれた従業員および多くのス
テイクホルダーに、よりいっそうの誇
りを感じ、大いに感謝しています。CSI
は、力強いリーダーシップと志の高いコ
ミットメントに裏付けられた、この協力
の精神を、自主対策の原動力として保ち
続けることを約束します。

	 今後10年間に、世界が再び激変するこ
とは疑いないことです。しかしCSIは、
目標設定とその目的の達成に向けて、セ
メント産業を先導することに全力を注
ぎ、持続可能な産業発展の最前線に立ち
続けます。

CSIメンバー会社CEOからのメッセージ：
持続可能性への継続的コミットメント

�
セメント産業部会
経過報告書
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	 持続可能な発展のためのセメント産業自主対策(CS I )

は、CEOが自ら先導する自主的な取り組みとして、1999年
に主要なセメント企業によって開始された世界規模のプログ
ラムで、持続可能な開発のための世界経済人会議 (WBCSD) 

の援助によって運営されています。強固な法令遵守の社風を
育んできたCSIメンバーは、持続可能な発展を求めることが
産業にとってきわめて有益であると確信し、持続可能な未来
を作るためには、自社のコミットメントと目標達成だけでな
く、業界全体の行動が不可欠であると信じています。

	 今日、CSIには100以上の国で操業する24社が加盟し、そ
の生産量は世界のセメント生産量の約30%に上ります。メ
ンバー会社の本社が置かれている国は、ブラジル、中国、コ
ロンビア、フランス、ドイツ、ギリシャ、インド、アイルラ
ンド、イタリア、日本、メキシコ、ポルトガル、スイス、タ
イです。

	 さらにCSIは、いくつもの国や地域のセメント産業団体と
パートナー関係を結び、あらゆる活動で協力するとともに、
国、地域、国際レベルで適切な情報共有が行われるように努
めています。CSIは、共通の方法論や報告ガイドラインなど
の国際的なレベルで実施される活動に基づいて、パートナー
が各国の関係当局や政策決定機関から支援を受けるためのつ
ながりを強化し、セメント産業の利益促進を図ることができ
ます。一方パートナーはCSIが管理する国際的なプロセスへ
のインプットとして、国や地域の具体的な情報を提供するこ
とができます。

	 セメント産業の発展と成長のためには、持続可能性の
課題を正しく理解し、管理することが前提として必要なた
め、CSI発足時のメンバーは、まず大規模な調査やステイク
ホルダーとの協議により、セメント産業の持続可能な発展を
目指す出発点となる現状の把握を行いました。この作業に基

づき、2002年にCSIの行動計画が発表されました。そこに述べ
られた作業プログラムには、セメント産業の持続可能性への優
先課題として、以下の項目における共同および各社のコミット
メントが明記されました：

• 安全
• 気候変動の防止
• 大気への排出物質の削減
• 原燃料の利用
• 地域社会への影響
• コミュニケーション

	 この行動計画に基づき、CSIメンバーは、これらすべての分
野に関するグッドプラクティスのガイドラインを共同で制定
し、主要業績評価指標 (KPI) と測定可能な目標値について合意
しました。また、KPIを報告する方法論を策定しました。これ
らすべてのツールは、CSIメンバーや、さらには世界のセメン
ト産業によって正しく完全に実施されてこそ、セメント部門の
持続可能な発展に効果的に役立てることができます。そのため


セメント産業部会
経過報告書

はじめに
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CSIに関する出版物は、誰でも無料でCSIのウェブサイト 

(: www.wbcsdcement.org) からダウンロードできる
ようになっています。

	 各メンバーは、それぞれの事業所でCSIガイドラインを
適用するとともに、個々の業績目標値を設定し、進捗を公
開報告します。

	 本報告書では、2002年のコミットメントに対するCSIと
そのメンバー会社の成果を記載し、また、必要に応じた外部
パートナーとの協力を通じて、セメント産業全体の業績向上
のためにCSIがどのように活動しているかを述べています。
持続可能な発展の課題への取り組みは、継続的な改善のプロ
セスであり、CSIは、セメント産業において信頼関係を構築
し、責任を果たすとともに将来への推進力となることを目指
しています。そのための鍵は、透明性です。本報告書は、こ
の考え方に沿って、これまでのCSIの成果、現在の課題、今
後の展望をすべてのステイクホルダーに公表するものです。

: csiprogress2012.org

CSI チャーター (憲章) について

 この自主活動に参加する企業は、CSIチャーター
に署名します。CSIチャーターは、各メンバー会社
の行動を要約するものであり、これにはCSI行動計
画の記載内容と後に追加された内容が含まれます。
各メンバーは、加盟の最低条件として、また持続可
能な発展への寄与の一環として、これらの行動を3

年以内に実施することを約束します。

 た と え ば 、 セ メ ン トC O 2 エ ネ ル ギ ー プ ロ ト コ
ル、排出モニタリングおよび報告ガイドラインと
いった、共同で開発されたCSIツールを使用するこ
と、CO2や他の主要排出物質の削減目標値を設定す
ること、目標値の達成に向けた進捗を毎年報告する
ことなどが定められています。
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	 CSIの発足当初、持続可能性は、産業
界では比較的新しい概念でした。基本的
な考え方は、ばらつきはあっても全世界
で理解されていましたが、産業特有の行
動という形にはなっていませんでした。
今日の世界は違っています。企業は、自
社の持続可能性の課題に取り組むだけで
なく、社会の取り組みをも支援すること
が期待されています。今後10年間には、
環境や社会を含めた外部性のコストにつ
いて、さらに体系的な測定と算定が試み
られ、企業への要求は増大するでしょ
う。企業が資源、資金、操業許可などを
得る上で、持続可能性の観点からの業績
が大きく関連するようになります。

	 先進国の市場の動向は、新興市場とは
異なっています：

•	 	 全体的な成長の少ない成熟した市場
では、セメントとコンクリートは、
第一に選ばれる建材であり続けます
が、環境と社会への影響について、
より厳しく精査されるようになりま
す。

•	 	 新興市場では、急成長によってセメ
ントとコンクリートの生産が著しく
拡大します。セメント生産者による
自主的なコミットメントと行動や、

資源の獲得に関する競争条件が、セ
メント部門の持続可能性を推進する
重要な因子となります。

	 重要な地域差はありますが、CSIは、
今後10年間にセメント産業に影響を及ぼ
すと思われる、いくつかの世界的動向を
認識しています：

•	 	 人口増加と都市化により、持続可能
な建設とインフラ工事の需要は増大
しています。主にアジアとアフリカ
で、都心部が拡大し数百万人が移住
することになります。都市計画およ
び地方行政当局と手を携えることに
より、セメント部門は、将来の持続
可能な都市の建設に重要な役割を担
っていきます。

•	 	 人口増加と急速な都市化による需要
の増大を相殺するため、リサイクル

を増やして原材料資源の採取を減ら
す必要があります。言い換えれば、
セメント部門	 (および社会全体)	 が、
節約を行わなくてはなりません。

•	 	 環境、社会、経済的な判断基準を含
めた、建設物やインフラのライフサ
イクル全体にわたる評価が、いっそ
う重要になります。生産者は、バリ
ュー・チェーン	 (価値連鎖)	 を通じて
製品を使用するエンドユーザーやサ
ービスの影響について、より大きな
責任を負うことになります。CSIと
そのメンバーは、このプロセスを推
進する役割を果たすため、共通合意
が得られるツールを開発していきま
す。

•	 	 生物多様性の増進と生態系	 (水を含
む)	の積極的管理は、新たな機会を生
み出します。生態系を管理、復旧、


セメント産業部会
経過報告書
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CSI の使命

 CSIは、世界のセメント事業を主導する企業の連合です。CSIは、持続
可能な発展に向けた、全世界のセメント産業の国際的に認められた声と
なることを、その役割とします。CSIメンバーは、全世界の事業所におい
て持続可能な方法を導入することで知られるようになるでしょう。

 CSIは、持続可能性の課題に関する共通の理解、実務的ツールの開発と
普及、効果的なステイクホルダーの参加の促進、持続可能な解決法の提
供に向けた討議の場を提供します。CSIは、重要な持続可能性に関する調
査、原則、政策、実施方法を生み出そうとする国際的な政府機関、産業
団体、学界、およびNGOにとって、セメント産業とそのバリュー・チェ
ーンの中で、第一に選ばれるパートナーになることを目指します。

増強できる企業は、おそらく資源や
市場を獲得しやすくなり、望ましい
パートナーであると判断されるよう
になります。

•	 	 生活水準の向上と生活の質の重視に
より、企業は、職場の衛生と安全の
記録、事業所からの排出の調査、エ
ンドユーザーにおける製品の安全性
について、いっそう高い水準を期待
されるようになります。流動化や機
会の多様化が進むグローバル化した
世界では、これらの課題への取り組
み方が、企業の魅力や、優れた労働
力を確保する能力を左右するように
なってきます。

•  企業に対する地域社会の期待は、今
日すでに非常に多様なものとなって
いますが、今後はますます地域の事
情を反映したものになり、文化への
配慮、柔軟性、地域に密着した取り
組みが求められるようになります。
そこでは信頼と信用性が鍵となりま
す。

	 当初、CSIは、セメント生産における
持続可能性の課題に焦点を絞っていまし
た。セメント産業が、骨材やコンクリー
ト生産を含む統合的なモデルに移行する
につれて、CSIも拡大し、作業プログラ
ムではコンクリートの持続可能性にも焦
点を当てるようになりました。これは、
コンクリートの生産と使用の両方を含
み、持続可能な建設物やインフラにコン
クリートが貢献できる可能性にも目を向
けています。

	 この幅広い持続可能性への取り組み
は、CSIとそのメンバー会社の将来の目
的と目標値に反映されます。従来と同
様、個々の課題へのコミットメントや、
継続的な進捗のモニタリングについて
は、透明性のある情報伝達が行われま
す。

	 以下の「使命」は、セメント部門とそ
のバリュー・チェーンの持続可能な発展
を推進するために、CSIが果たそうとし
ている役割を簡潔に述べたものです。

	 CSIは、世界的な対応を、メンバーの
様々な事業環境に合わせて適合させてい
きます。また、現在そして将来のセメン
トおよびコンクリート市場のあるべき姿
を実現するためにメンバーや関連資源の
適合を図っていきます。同時に、中国や
インドのように急成長を遂げている国々
や、現時点で活発な活動が見られない地
域でも、さらなる発展と拡大を目指しま
す。

	 以下、本報告書の各セクションでは、
当初の行動計画で掲げられた課題におけ
るCSIの成果を紹介し、これらの課題や
新たなトピックに関する今後の行動につ
いて述べます。CSIは行動計画を目的に
合わせ適合させることで、このような様
々な課題に対処します。

•  当初の課題については、できるだけ
効果的かつ速やかに目標値と目的が
達成されるよう、行動を適合させ、
範囲を広げることで、実施計画を強
化します。

•  新たに発生した課題については、得
られている知識の程度に応じて、
理解を深めるための調査を開始し、
適切であれば目標値と行動計画を定
義、策定し、実施します。

	 以下の各章の目的は、行動計画の各
部分の背景と目的について、概要を説明
することです。本報告書を短くまとめる
ため、成果の代表的な事例を取り上げま
す。ここに引用する数値とデータは、本
報告書の作成時点で入手できた最新の
CSI記録を出典としています。CSIが定め
るKPIと、各メンバーの実績に関する詳
しい情報と最新のデータは、CSIのウェ
ブサイトから入手できます。
: www.wbcsdcement.org
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	 CSIが行った調査と比較では、セメント産業が最も優
れた産業としての目標水準に達するためには、安全性の
業績を大幅に向上させる必要があることが強調されてい
ます。そのため、まず、共通の業績指標と測定手法を定
める作業に力を注ぎ、死亡災害の経年変化など、事故の
モニタリングを行う際の指針としてメンバーが共有でき
るように努めました。2005年にCSIは、安全に関する
測定と報告のガイドラインを発表しました	 (その後2008

年と2012年に改訂)。メンバー会社は、過去数年にわた
り、衛生安全管理におけるグッドプラクティスを共有し
ています。

	 この作業の結果は次の通りです。

•	 	 CSIメンバーは、従業員の安全を共通の指標で記
録、報告しています。

•	 	 CSIメンバーにおける従業員の事故と負傷の件数は
徐々に低下していますが、死亡災害の減少はあまり
見られず、特にドライバーと協力業者	(死亡災害数が
非常に多い)	での成果は少ない状況です。

•	 	 死亡災害の根本原因の分析を実施した後、CSIは、
運転時と協力業者の問題に対処するため、CSI内外
のグッドプラクティスを反映した詳細な勧告を作
成しました。この取り組みは、CSIメンバーのCEO

によって2009年に開始されました。メンバー会社
は、勧告に沿った業務方法を個別に実施し、共通の
枠組の下で、成果をCSIに報告しています。

	 安全は、最も重要な課題です。すべての会社は、従業
員、協力業者、および関係する第三者の安全を保証する
ため協力することに関心を寄せています。すべてのCSI

資料は、法律に従ったものであり、世界規模で改善を支
援するためにセメント産業全体に無料で提供されます。	

セメント産業部会
経過報告書

安全
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図2
すべての事業活動における従業員の死亡災害度数率 
(直接雇用従業員1万人あたり)

図1
すべての事業活動における従業員休業災害発生率 
(直接雇用従業員100万人時あたり)

	 最初の数年間は変動がありまし
たが、各社のフルタイム従業員と
協力業者の死亡災害は、2008年か
ら緩やかな低下傾向を示していま
す。しかし同じ期間に、第三者の
死亡災害は増加しました。報告の
質と報告企業の範囲が向上したこ
とを考慮しても、この分野では企
業の業績改善に向けてさらに努力
が必要とされている状況です。

図3
雇用種別ごとのすべての事業活動における死亡災害の総数
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	 安全の測定と報告に関するCSIガ
イドラインは、2005年に初めて発表
されました。それ以前は、メンバー
会社のすべての事業活動	 (骨材、生コ
ンなどを含む)	 ではなく、セメント事
業のデータのみが集められていまし
た。したがって、ここでは比較のた
め2005年以降のデータのみを示しま
す。

	 図1の「休業災害発生率」は、直接
雇用のフルタイム従業員について、
休業をもたらした負傷を100万人時
あたりの時間数として表したもので
す。図2の「死亡災害度数率」は、
直接雇用のフルタイム従業員につい
て、すべての事業活動	 	 	 	 (セメント、
骨材、生コンなど)	 における死亡災害
の数を1万人あたりで計算したもので
す。
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将来に向けて

	 CSIのビジョンと最終目標は、メンバ
ー会社が管理するあらゆる業務におい
て、セメント部門の死亡災害を完全に撲
滅することです。今後10年以内に、CSI

メンバー会社の平均的な安全業績は、最
も優れた産業部門で達成されたものと並
ぶようになる見込みです。

	 これを念頭に置いて、CSIは、安全に
関する事象(災害と事故)の情報を収集、
共有することにより、各メンバーの取り
組みを強化するよう働きかけています。
重要な業務において安全に関するグッド
プラクティスを共有し検討することで死
亡災害の根本原因に対処し、すべての場
所で再発を防止することが、その狙いで
す。

	 このプロセスでは経験、学習、情報
共有が重要であるため、CSIは、グロー
バル・ロード・セーフティ・パートナ
ーシップ(GRSP)と提携しています。こ
のパートナーシップは、30ヵ国で活動
し、政府、企業、市民社会団体の力を結
集して、新興地域を中心に人災である世
界的な交通事故の危機に取り組んでいま

す。国際赤十字赤新月社連盟を母体とす
るGRSPは、比類のない社会的信用を持
ち、社会のあらゆる産業部門への働きか
けを行っています。このパートナーシッ
プは、セメント産業での死亡災害の主な
原因である交通事故による死亡件数を減
らす取り組みを支援するものとなるでし
ょう。

	 また、CSIでは国レベルの作業グルー
プを設置し、その地域で操業するメンバ
ーが、地域レベルの安全課題に取り組ん
でいます。これまでにブラジル、中国、
エジプト、インド、メキシコ、タイで地
域的な取り組みが行われています。操業
による安全への懸念増大に対処すること
に加えて、CSIは、メンバー会社のCEO

とともに経営者レベルでの安全リーダー
シッププラクティスの共有、対話、合意
を図り、模範を示す取り組みも行ってい
ます。

 CSIの活動の焦点は、以前は安全に置
かれていましたが、それにはもっともな
理由がありました。しかし、安全な操業
には健康な労働力が必要です。CSIは、
これを念頭に置いて、CSIを通じた衛生
課題への総合的な取り組みが、(個々の取
り組みに加えて)どのようにメンバーの価
値を高め、さらにはセメント部門全体の
価値を高めるかを探る基礎調査に着手し
ました。この分野で著しい活動をしてい
る産業団体との協力により、相乗効果の
可能性が明らかになると思われます。

: www.wbcsdcement.org/safety
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	 世界のセメント産業により排出される
CO2は人為的に排出される世界中のCO2

排出量の約5%を占めるため、炭素排出
は、セメント産業にとって重要な持続可
能性の課題です。気候に関するCSIの作
業は、以下の5つの方針に沿って行われ
ています：

•	 	 モニタリングと検証

•	 	 報告と分析

•	 	 操業と製品におけるCO2削減に向け
たグッドプラクティスの推進

•	 	 世界および国レベルでの政策作業へ
の参加

•	 	 発展途上市場のセメント産業との関
係構築

	 過去10年間に、この作業は多くの重要
な成果をもたらしました。

 CS Iメンバー会社は、CS Iチャータ
ーの下で、気候変動緩和方針を策定
し、CO2排出、削減目標値、および目標
値達成の進捗状況を報告することを約束
しています。
	 メンバー24社のうち15社は、毎年の
持続可能性報告書の中でこれを実施して
います。近年加盟したメンバーは、CSI

チャーター実施プロセスの一環として、
この目標に向けて作業を続けています。
報告は、セメントCO2エネルギープロト
コル	 (CSI CO2プロトコル)	 に定められ
た、主要業績指標	 (KPI)	 に基づいて行わ

れます。CSI CO2プロトコルは、温室効
果ガスプロトコル	 (GHGプロトコル)	 を
元に、WBCSDと世界資源研究所(WRI)	
が共同でセメント部門に合わせた形で作
成したものです。2001年に初めて発表
され、2005年と2011年に改訂されまし
た。これは、世界のセメント生産者の大
多数に採用され、セメント部門において
温室効果ガス排出を評価する国際基準策
定の基礎となっています。

	 世界規模のデータベース「正しい数値を
得る」(Getting the Numbers Right; 

GNR)	 では、CSI CO2プロトコルによって
収集されたセメント生産施設による過去
のCO2排出とエネルギー消費を、法律の範
囲内で追跡しています。これは、セメント生
産者と政策決定者のために、確かな分析
の基礎となる集計データを提供するもの

です。このデータベースから得られる最新
のデータは、2010年の数値であり、セメン
ト8億2700万トンを生産する930の施設
をカバーしています。これは世界のセメン
ト生産量の25%にあたりますが、網羅率
は地域によって大きく異なり	(図4を参照)、
ヨーロッパでは95%以上、南北アメリカで
は70%以上だが、中東、独立国家共同体	 (
旧ソビエト連邦諸国)、中国	 (世界のセメン
ト生産量の50%以上を占める)では20%

未満に過ぎません。CSIは、これらの地域
での網羅率を高めるように努力していてい
ます。

	 データの信頼性に関しては、79%のデ
ータが、参加企業のレベルで独立に検証さ
れています。そのためデータベースは、企
業、研究機関、政策決定者、および様々な
炭素排出問題に関心を持つ個人にとって
信頼できる情報源となっています。

出典:	GNRデータベース
GNRに報告された全世界の施設数は1990年の724ヵ所から2010年には930ヵ所に増加。
*	CIS: 独立国家共同体	(旧ソビエト連邦諸国)

100%

80%

60%

40%

20%

0%

Eu
ro

pe

Cen
tra

l A
m

er
ica

Afri
ca

So
ut

h 
Am

er
ica

 (e
xc

l. B
ra

zil
)

Asia
 (e

xc
l. C

hin
a, 

In
dia

,  

CIS,
 Ja

pa
n) CIS*

M
idd

le 
Ea

st

Chin
a

Nor
th

 A
m

er
ica

Br
az

il
In

dia

Jap
an

 A
us

tra
lia

 N
ew

 Z
ea

lan
d

W
or

ld

図4
「正しい数値を得る」(GNR) の網羅率 (セメント生産量に対する割合 (%)、2010年)


セメント産業部会
経過報告書

気候変

動の防止

: www.wbcsdcement.org/co2protocol



13



14

	 セメントキルンのエネルギー効率を高めることは、CO2排出を低下させる手段の一
つです。GNRに報告を行っている企業の平均熱エネルギー消費量は、1990年にはク
リンカ1トンあたり4260メガジュール	(MJ)	でしたが、1990年には3580 MJまで16%

低下しました。アジアの一部などいくつかの地域では、熱エネルギー消費量が3400 

MJ未満まで低下しており、効率で先頭に立つインドのセメント産業は、2010年にク
リンカ1トンあたり3130 MJでした。詳細は: www.wbcsdcement.org/co2data に
掲載されています。

CO2排出量の算出対象: セメントお
よびクリンカの製造に関連する直
接的なCO2排出量のみとし、サイ
ト内の発電は除きます。

総CO2排出量:	 直接的なCO2排出量	
(サイト内の発電は除く)	 からバイ
オマス燃料による排出量を差し引
いた値。

ネットCO2排出量:	 総CO2排出量か
ら代替化石燃料による排出量を差
し引いた値。

セメント製品:	 セメント会社が製造
するセメントとクリンカ、および
市場に直接出荷される鉱物質微粉
末の総量。他社から購入し、セメ
ント生産に使用されたクリンカを
除きます。

	 図5は、1990年から2010年
までの期間にGNRに報告を行っ
た企業のセメント生産量の増加
を示しています。生産量は61%

増加しましたが、それに伴う
CO2排出量の増加は39%でし
た。これは、生産とそれによる
排出が連動しなくなったことの
証拠です。

	 セメント生産によるCO2排出
の減少は、図6に示されていま
す。製品1トンあたりの総CO2

排出量は、1990年以降、14%

減少しました。ネットCO2排出
量(総CO2排出量から代替化石燃
料の使用による排出を差し引い
た値)を考えると、製品1トンあ
たりの排出量の減少は16%でし
た。
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出典:	GNRデータベース

図5
セメント生産量とCO2排出量 (1990~2010年)
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図6
CO2排出原単位の低下 (1990~2010年)
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出典:	GNRデータベース
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	 各国政府の政策決定者に広く配布された一連の文書では、様々な気候政策の選択
から生じる経済・貿易への影響を比較する根拠として、CSIのデータが用いられま
した。同様に、このデータは、新たなクリーン開発メカニズム	(CDM)	方法論を国
連に提案するための出発点となりました。

	 WBCSDと国際エネルギー機関	(IEA)	は、2050年までのセメント技術ロードマッ
プを共同で発表しました。これは、2050年までのセメント部門の温室効果ガス削
減に役立つと考えられる既存技術と将来の技術、ならびに政策の必要事項を述べた
ものです。

	 インドでは、カスタマイズされた地域版の策定が進められており、この種の取り
組みは、さらに拡大される予定です。

将来に向けて

	 CSIは、エネルギーと気候に関する協議に
おいて、高い評価と責任を有するリーダーと
しての役割を担い続けることを目指していま
す。セメント産業で利用可能な削減手段につ
いて、法を遵守した入念な分析に基づき、エ
ネルギーと炭素を管理する実務的な取り組み
を提供し続けます。また、中国、インド、ラ
テンアメリカなどの主要発展市場の参加に重
点を置いて、世界的データベースの拡大とと
もにデータの質の維持を図ります。このプロ
セス全体を促進、支援するため、CSIは、様
々な地域のセメント企業、産業団体、各国政
府、NGOとの、より効果的なコミュニケーシ
ョンの場を築きます。

 CSIメンバー会社は、最もハイレベルな水
準に従って自社のCO2排出のモニタリングと
報告を継続し、当初の目標が達成された時点
で新たな削減目標値を設定します。具体的に
は、CSIは以下のことを実行します：

•	 	 CSIプロトコルを国際基準とするための欧
州標準化委員会(CEN)と国際標準化機構
(ISO)の作業を支援します。

•	 	 セメント部門でのスコープ3の排出に関す
る共通の方法論を開発します。

•	 	 コンクリート製品の炭素フットプリント
など、環境の影響に関する情報伝達を目
的として、コンクリートにおける環境製
品宣言のルールを定めます。

•	 	 CSIの活動の信頼性をさらに高め、国際的
な研究・政策機関との協調を進めるため
の候補を選定します。たとえば2012年に
はWBCSDとIEAの間で、様々なエネルギ
ー関連課題について協力するための覚書
が調印されました。

•	 	 低炭素セメントや炭素貯蔵など、温室効
果ガス排出削減に関する研究の価値を高
める、CSIの取り組みの可能性について再
検討します。

CDM方法論

 CS I とオランダのコンサルタン
ト 企 業 E c o f y s は 、 セ メ ン ト 産 業
にC D M プ ロ セ ス を 普 及 さ せ る た
め、CDMの部門別ベンチマークに
基づく新たなCDM方法論を開発し
ました。この方法論では、原単位 (
クリンカまたはセメント1トンあた
りCO2量) に基づき、複数の排出削
減手法やプロセス改良を組み合わせ
て算定することができます。GNR

データベースの統計情報を用いて、
ベースライン・ベンチマーク (現行
での改善を含めたもの) とその他の
ベンチマークを体系的かつ客観的に
定義します。

 この革新的な方法論を採用し、
他のベンチマークとベースライン・
ベンチマークを適切に選択すること
で、CSIは、効果的なインセンティ 

ブを企業に与えるクレジットシス
テムを実現し、全体的なCO2排出
量をより厳しく難易度の高いレベル
にまで削減することを目指してい
ました。この方法論は、2009年に
CDM執行委員会 (EB) に提出されま
した。しかしCDM方法論委員会と
CSIは、企業へのインセンティブと
難易度の高い環境保全とのバランス
についてコンセンサスを見出すこと
ができず、方法論委員会は2011年
にこれを否決しました。

 しかしながらこの方法論は、ベー
スライン標準化に関するCDM EB

の新ガイドラインの作成や、新しい
市場メカニズムと分野別ベースライ
ンに関する政策協議への呼び水にな
ったと考えられます。
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	 代替原燃料の利用もまた、セメント生
産からのCO2排出を減らすための重要
な手段です。また、高温で運転される滞
留時間の長いセメントキルンは、廃タイ
ヤ、廃油、もはやリサイクルできないプ
ラスチック、都市ごみ、下水汚泥といっ
た、再利用の困難な廃棄物を効果的に、
環境を損なわずに処分する手段として社
会に役立ちます。

	 セメント工場に近い住宅地でよく聞か
れる不安の一つは、工場の操業、特に雑
多な代替燃料を扱うことによる健康への
影響の可能性です。CSIは、企業が代替
原燃料を扱う際に安全基準が守られ、環
境影響が生じたとしても最小限に抑えら
れるよう、適切な対策が講じられるよう
にします。CSIガイドラインを通じたグ
ッドプラクティスの共有は、CSIの重要
な焦点の一つです。セメント製品の厳格
な品質管理や、生産プロセスの特性を考
えると、慎重に選ばれた廃棄物しか使用
できない。現時点で最新の知識と技術に
基づく操業は、環境にも、従業員や周辺
住民の健康にも悪影響を及ぼさないこと
が示されています。

	 2005年にCSIは、代替原燃料の利用に
関する明確なガイドラインを作成し、物

質管理、排出モニタリング、従業員の安
全など、様々な項目について適切な業務
方法を定めました。各企業は、事業所内
でこのガイドラインを実施し、代替燃料
使用率、バイオマス燃料使用率、代替原
料使用率など、特定の業績指標を報告し
ています。

代替化石燃料:	 クリンカの製造時に化石
燃料の代替物に使用された廃棄物	 (バイ
オマスを除く)	に由来する燃料

出典:	GNRデータベース

図7
代替化石燃料とバイオマス燃料からの平均熱エネルギー 
(%、1990~2010年)
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	 図7は、セメント生産における代替化
石燃料およびバイオマス燃料の使用の増
加を示しています。これは、代替燃料に
由来する平均熱エネルギーを、化石燃料
に対する比で表したものです。


セメント産業部会
経過報告書

原燃料

の利用
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	 クリンカの代わりに鉱物成分	 (石膏、
ポゾラン、石灰石、フライアッシュ、
スラグ)	 を含む代替物質を使用すること
も、セメント生産からのCO2の排出削減
に役立ちます。またこれらの物質を利用
して重要な特性を付加した様々な混合セ
メントを製造することも可能です。GNR

データベースによると、報告を行った企
業では鉱物質微粉末の使用が著しく増
加しており、これはクリンカ：セメン
ト比の低下として表れています。この
比は、1990年の82.9%から2010年の
75.3%まで9%低下しました。詳細はウ
ェブサイトに掲載されています。
: www.wbcsdcement.org/co2data

将来に向けて

	 急成長が著しい新興経済圏を中心と
して、急速な人口増加と経済成長に伴っ
て生成される廃棄物の量も増加している
ため、従来の化石燃料の代替として廃棄
物を混焼することの意義は、これまでに
なく重要になっています。都市ごみや下
水汚泥の混焼への関心は、特に高まって
います。そのため、セメント産業は、こ
の廃棄物の一部を代替原燃料として利用
し、焼却処分や埋め立て処分の必要性を
減らすことで社会に貢献しつつ、化石燃
料の使用量を減らすことができます。

	 セメント企業は、責任ある使用とい
う点でステイクホルダーの期待に合致す
る、適切かつ安全な方法で廃棄物を混焼
する能力を実証し続ける必要がありま
す。混焼が地域社会に受け入れられるこ
とが、事業活動発展の鍵となります。

	 近年、セメント部門では代替原燃料
の知識が向上し、そのような代替資源の
入手性が高まってきています。このため
CSIは、有害廃棄物と有害でない廃棄物
の両方を含めて、環境を損なうことのな
い、廃棄物の安全な取り扱いを定めた既
存のガイドラインの改訂を実施し、この
問題に関する地域の法令整備を支援する
ために何ができるかという事例を提示し
ています。さらにCSIは、特に急成長を
続けている国々に重点を置いて、その知
識や新ガイドラインの幅広い普及に努め
ています。CSIは、この点において、地
方当局とともに代替原燃料の責任ある利
用を促進することで、地域および国の産
業団体の活動を支援します。
: www.wbcsdcement.org/fuels
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	 セメント工場は、他のエネルギー集約
的な事業所と同様、抑制と緩和を必要と
する(CO2以外の)物質を大気に排出しま
す。2005年、CSIは排出のモニタリング
と報告に関するガイドラインを発表し、
その中で、すべてのCSIメンバー会社の
合意によってモニタリングを実施する、
具体的な汚染物質と排出源を指定しまし
た。ガイドラインの目的は、以下の通り
でした：

•	 	 セメントプロセスからの排出に関す
る統一的なモニタリングと報告を推
進します。

•	 	 排出に関する、信頼性があり、有意
義かつわかりやすい情報を提供しま
す。

•	 	 セメント工場の排出のモニタリング
と報告を計画するために必要な情報
を収集するツールを、内部管理担当
者に提供します。

	 ガイドラインでは、主要汚染物質とし
て窒素酸化物(NOx)、硫黄酸化物(SOx)、
およびばいじんを、合意された分析法に
よって定期的に測定し、定期的な報告と
検証を行うことが求められました。さら
に、各企業は主要汚染物質について独自
の削減目標値を設定し、その達成に向け
た進捗を毎年報告しています。ガイドラ
インでは、揮発性有機化合物(VOC)、(揮
発性)微量金属、ダイオキシン類およびフ

ラン類(PCDD/F)など、他の汚染物質の現
況分析を実施することも求められていま
す。

	 さらに、CSIは、残留性有機汚染物質
(POP)や水銀など、セメントキルンから
の微量有害物質の排出の記録と最小化
の取り組みに関する、大規模な調査を
実施しました。CSIからSINTEFに委託さ
れた研究では、各CSIメンバーから2000
件以上のPCDD/F測定値が収集されま
した。国連環境プログラム(UNEP)やス
トックホルム条約との協力により、CSI
は、意図しないPDCC/F排出を最小限
にする抑制技術の開発と推進に強力な
役割を果たしました。欧州セメント協
会(CEMBUREAU)とともにベルギーのリ
エージュ大学(ULg)から受託した研究
で、CSIは、世界のセメント産業全体に
おける水銀排出のインベントリを作成
し、排出を減らすために利用できるグッ
ドプラクティスを特定しました。

	 2012年にCSIは、排出ガイドラインの
改訂版を発表しました。この改訂では、
当初のガイドラインの実施と評価、なら
びにその後の規制枠組の開発から得られ
た経験が考慮されました。旧ガイドライ
ンからの主な変更点は、主要なキルン煙
突排出物質(NOx、SOx、ばいじん)の連
続排出モニタリングが義務づけられたこ
と、ならびにVOCの連続モニタリングと
水銀、PCDD/F、金属(揮発性およびそれ
以外の重金属)の定期的モニタリングが
推奨されたことでした。ガイドライン
では、測定基準の精度が高められ、使用
する機器の種類について選択肢が追加さ
れました。各CSIメンバーは、該当する
独占禁止法の定めに従って、自社の排出
データを公表します。CSIメンバー会社
は、2015年末までに新ガイドラインを実
施することを約束しています。
:	www.wbcsdcement.org/emissions	

セメント産業部会
経過報告書

大気へ

の排出物質の  
削減
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将来に向けて

	 水銀および水銀化合物の排出が人の
健康と環境に及ぼすリスクは、ステイ
クホルダー、特に地域社会と規制当局
にとって大きな懸念です。国や地域の
法令(米国、EU)は、すでに施行されてお
り、UNEP傘下での作業は、二つの平行
した方針に沿って進められています：

•	 	 政府間交渉委員会(INC)は、様々な産
業部門からの水銀排出を管理するた
めの、法的拘束力を持つ条約の制定
を目指しています。

•	 	 世界水銀パートナーシップは、種々
の活動に由来する水銀と水銀化合物
の管理について、様々な産業部門で
の対話と経験の共有を進めることを

	 	 主な役割としています。このパ
ートナーシップのプロセスによっ
て、INC方針の意思決定プロセスに
情報とデータが提供されます。

	 CSIは、UNEPが実施する作業を支援
し、UNEPのパートナーシップ諮問グル
ープ(PAG)による2011年11月の合意に
従い、水銀に関するセメントパートナー
シップの共同議長を務めています。全体
的な水銀管理プロセスでは、水銀のベー
スラインデータ、排出要因、モニタリン
グおよび抑制技術に関する知識の形成と
共有、ならびに環境的グッドプラクティ
スに関するガイドライン資料の作成を行
います。

2005年の排出ガイドライン 

推奨される測定頻度：連続、ただし少なくとも年1回

課題 

主要汚染物質1 

コミットメントの状況 

他の汚染物質2

2012年の排出ガイドライン 

連続排出モニタリング技術の
使用を義務付け	(2015年末ま
でに実施)

測定頻度：VOCについては連
続または少なくとも年1回；
水銀については年1回4；ダイ
オキシン類/フラン類および他
のすべての重金属については
2年に1回

推奨される測定頻度：各キルンの現況分析	(フィンガープリント)。プロセス、原料組
成、燃料または操業に大きな変化が生じた場合は、反復分析が必要。

KPI：主要排出物質の連続モニタ
リングを実施して生産されたクリ
ンカ量の割合(%)

報告企業15社のうち13社が、自社の
クリンカ生産量の50~100%について
連続排出モニタリング装置を設置3	

KPI：公表された主要排出物質の
削減目標値

報告企業15社のうち12社が目標値
を公表3

KPI：主要および微量排出物質のモニ
タリングを実施して生産されたクリン
カ量の割合(%)

報告企業15社のうち13社が、自社の
クリンカ生産量の50~100%について
排出モニタリングを実施3	

表1に、排出に関するCSIメンバーのコミ
ットメントと、新旧の排出ガイドライン
の違いを示します。

1	 主要汚染物質：
	 ばいじん/粒子状物質、窒素酸化物お

よび他の窒素化合物(N O x )、二酸化
硫黄および他の硫黄化合物( S O x )。	

2	 他の汚染物質：
	 微量金属とその化合物 ( 2 0 0 5 年の

ガ イ ド ラ イ ン の 最 低 条 件 と し て
H g、C dおよび T l；2 0 1 2年のガイ
ドラインは他のすべての重金属―
Sb、As、Pb、Cr、Co、Cu、Mn、Ni、V	
―	 も含む)、揮発性有機化合物(VOC)、ダ
イオキシン類/フラン類(PCDD/F)。

3		 新しいCSIメンバーは、この目標に向けて
作業を進めています。

4		 水銀の工場排出レベルが25μg/Nm3未満
であれば、少なくとも2年に1回測定を実
施します。

表1
2005年と2012年のCSI排出ガイドラインの比較およびその実施状況
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	 セメント事業は、付近の自然環境と地
域社会に重大な影響を及ぼす可能性があ
ります。石灰石の鉱山は寿命の長い資産
であり、操業期間は50年にわたります。
操業のライフサイクル全体を通して、ば
いじん、騒音、その他の要因を含む地域
環境への影響を適切に管理する必要があ
ります。土砂の撤去や地形が変わること
で、地域の生態系や水位に影響が及ぶ可
能性があります。

	 CSIメンバーは、操業する鉱山の効
果的な管理と修復について責任を負っ

2002
行動計画

• CSI地域への影響KPIを定義

•	 セメント工場管理者にコミュニケ
ーションの手引きを配布

2005
• 環境および社会への影響評価
(ESIA)ガイドラインを発表

2008
• 生物多様性と土地の管理(land stewardship)	
に関する専任の作業部会を設置


セメント産業部会
経過報告書

ていることを古くから認識してきまし
た。CSIチャーターの中で、各社は操業
する採掘場の復元計画とステイクホルダ
ー参加計画を作成することを約束し、こ
れらの計画を実施している事業所の割合
を報告しています。

 2005年にCSIは、環境および社会への
影響評価(ESIA)ガイドラインを発表しま
した。これは、大規模プロジェクトを開
始する際、事前に必ず実施しなくてはな
らない評価基準として義務付けられまし
た。2011年にCSIは、復元プロジェクト
の基準をさらに向上させるため、鉱山修
復のガイドラインを発表しました。その
ためCSIメンバーは、地域への影響と鉱
山の修復に関連したKPIを採用すること
により、業績の報告とモニタリングに関
して共通の理解を持っています。応用可
能なグッドプラクティスの例を豊富に含
む、40以上の事例研究が共有されていま
す。
: www.wbcsdcement.org/
QRGcasestudies

地域社会へ  

の影響
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2009
• KPIを改訂し、生物多様性の扱いを拡大

2011
• 鉱山修復ガイドラインを発表

2012/ 2013
• 生物多様性の管理計画に関するガ
イドラインを作成

•	 共通のスクリーニングツールを採
用

•	 生物多様性に関連したKPIを強化

•	 ESIAガイドラインを見直し

将来に向けて

	 CSIメンバーは、産業の環境的影響の
緩和に向けた努力を支援するため、同様
の採掘または修復活動を行うあらゆる企
業にとって、著しく有益だと思われる
経験と技術を共有したいと考えていま
す。CSIは、鉱山修復ガイドラインを実
施するメンバーを支援し、この活動が
2020年までに国際的グッドプラクティ
スとして採用されることを目指します。
この作業に基づき、CSIは、生物多様性
に関するKPIを強化し、生物多様性の管
理計画に関する高レベルのガイダンス資
料を作成しています。またCSIは、ESIA

ガイドラインを見直し、発展を続ける状
況への対処が妥当なものであるか検証し
ます。また、生物多様性において高い価
値を持つ地域では、優先的に管理計画が
実施されるべきであり、CSIメンバー企
業はこの地域を特定するためのスクリー
ニングツールのテストを行っています。

現在の状況…
•  報告企業15社のうち14社がESIAガイド

ラインを適用し、鉱山修復計画を作成。

•  報告企業15社のうち10社が、85%以上
の事業所で鉱山修復計画を実施し、10

社が、55%以上の事業所で地域社会参
加計画を実施。

•  報告企業15 社のうち14 社が、生物多
様 性 に お い て 高 い 価 値 の あ る 鉱 山 の
38~100%について生物多様性の管理計
画を積極的に実施。

2020年までに
•  鉱山修復に関するCSIガイドライ

ンが、すべての採掘活動で国際
的グッドプラクティスとなる。

	 CSIは、生物多様性の管理方法に関す
る情報や経験がメンバー会社間で交換さ
れるよう支援します。その目的は、生物
多様性の課題(生態系、地下水面、湿地回
復など)の全貌と、それらを測定する方法
(たとえば影響のバランス)を検討し、理
解すること、ならびに生物多様性の経済
学	 (相殺を含む)	と持続可能な土地管理の
機会について理解を深めることです。
: www.wbcsdcement.org/biodiversity
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	 水に関する課題の重要性は、持続可能
性の議論において確実に高まっており、
世界の多くの地域では、人間が必要とす
る水資源を供給できない「水ストレス」
の状態に達しつつあります。セメント
産業全体の水消費のフットプリントは、
他の産業部門よりは比較的小さい状況で
す。セメント生産では、大型機械と排ガ
スの冷却、湿式スクラバーなどの排出抑
制装置、湿式キルンでのスラリーの調製
などに水が必要です(ただし湿式キルンは
段階的に廃止され、新しく効率的な乾式
プロセスで置き換えられつつあるため、
水の使用量は大幅に減っています)。水
は、一般にプロセス内で蒸発します。排
出される水は、高温、酸性度の変化、固
形物の混入などの影響を受けることがあ
ります。採掘場の排水は、排出地点によ
っては河川流域に影響を及ぼすことがあ
ります。骨材事業(および比較的少量だが
生コン)も、かなりの量の水を必要としま
す。

	 産業による水へのフットプリントを相
殺するための対策が必要です。これは個
々の施設や活動から直接的な影響が生じ
る、地方レベルでの対策を主体として、
リスクに基づくアプローチによって行
うべきです。第一に、企業は、特に水ス
トレス地域に注意を払い、採取する水の
量や、放出する水の量と質について理解
し、管理しなくてはなりません。

将来に向けて

	 セメント部門での現在のグッドプラク
ティスを特定し、水管理の業績を測定す
る実用的なKPIを定義するため、CSI内に
専任の作業部会が設置されました。その
作業に基づき、CSIは、水に関する報告
のプロトコルと水の測定の指針を作成し
ていきます。さらに、企業は、課題に対
処する適切な計画を立案するために、事
業所での水のリスクを評価するツールを
検討しています。


セメント産業部会
経過報告書

水
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	 他の産業と同様、セメント産業でも、持続可能性
への対応にサプライチェーンを含めることが必要で
す。今日の査定機関は、サプライチェーン全体にわ
たる管理努力に目を向け、サステナビリティ報告書
の中でもそれに関する報告が求められることが多く
なっています。セメントのサプライチェーンに関係
する企業は、産業部門全体の持続可能性に大きな影
響を及ぼす可能性があります。一部のセメント企業
では、サプライチェーンの業績評価が始まっていま
すが、どの要素を検討すべきか、どれが相対的に重
要であるかという、一般的な合意は得られていませ
ん。一部のCSIメンバーは、すでに納入業者の監査を
行っています。その多くは、形式も内容も一様では
ないため、混乱した要求事項や余分な作業が発生し
たり、場合によっては納入業者に悪い印象を与えた
りすることが考えられます。

 CSIは、サプライチェーンにおける持続可能な発
展の基準について共通の理解を育むため、納入業者
と企業の両方を支援することができます。より体系
的で調和のとれた取り組みを進めて行けば、重要課
題をいっそう有意義に理解すること、より簡単な方
法で情報を入手すること、業績改善を奨励する機会
を得ることが可能になるでしょう。

 CSIは、このようなサプライチェーンの情報の収
集と管理に利用できる枠組と分析ツールを提供して
いきます。第一段階として、CSIは、他の産業とCSI

メンバー会社の両方について、サプライチェーンの
モニタリングと管理に関する現在の業務方法の評価
を実施します。そこでは、社会的影響、従業員の衛
生と安全に関する業務方法、人権などの重要課題も
検討される予定です。


セメント産業部会
経過報告書

サプライ

チェーン管理
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	 セメントは、コンクリートに不可欠な「接
着剤」です。セメントは水と反応して骨材(
砕石や砂利)と砂を固着させます。コンクリ
ートは、様々な用途や用法により、我々の日
常生活に重要な役割を果たしています。学
校、病院、住宅から、道路、橋梁、トンネル、
滑走路、ダム、下水システムまで、我々の生
活環境を形作っています。あまり知られて
いませんが、実はコンクリートは世界で最
も大量に使用されている人工物質であり、
老若男女一人あたりが年間に使用する量
は3トンに上るとされています。強度、耐久
性、熱容量などの特性に優れ、値段が安く、
原料が豊富に手に入るため、多くの目的で
第一に選択される素材となっています。

	 優れた特性のおかげで、コンクリートは、
生活環境の持続可能性を高めることがで
きます。建築専門家は、幅広い用途に利用
可能なコンクリートの性質を通じて、持続
可能性の目標を達成することができるから
です。無論、建築の持続可能性に貢献する
要因は、建材の選択だけではありません。
そしてこの貢献は、建築物のライフサイク
ル全体を視野に入れて評価する必要があ
ります。

	 CSIは、他の建築産業分野とも協力しな
がら、持続可能な建築の推進に力を注いで
行きます。持続可能な建築物を評価するた
めの基本原則を作り上げることが重要で
す。そのためには、これまでは既存の評価
ツールが活用されてきましたが、構造物の

ライフサイクル全体にわたる持続可能性を
より確実に評価できるよう、改良を重ねる
必要があります。

	 コンクリートに関する持続可能性は、当
初の行動計画に含まれていませんでした
が、CSIは、数年前からこの課題に取り組
んでいます。2009年にCSIは、コンクリー
トのリサイクルに関する世界各地の評価
を発表しました。回収率には大きな差があ
り、100%近い地域もあります、一部の国々
ではほぼゼロであり、ほとんどの建築物が
最後には埋め立て処分されています。CSI

は、コンクリートの「埋め立て処分ゼロ」を
最終目標にすることを主張してきました。
: www.wbcsdcement.org/concrete

セメント産業部会
経過報告書

コンクリート

に関する持続可能性
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将来に向けて

	 建築部門では、責任ある建材調達に関
する、信頼性と透明性の高い情報の重要
性がますます高まっています。CSIは、
以下の作業を通じてこの課題に取り組ん
でいます：

•	 	 コ ン ク リ ー ト の 環 境 製 品 宣 言							
(EPD)。CSIは、ライフサイクル評価
(LCA)の方法論を用いて、コンクリ
ートの環境影響を定量化するための
共通の方法論を作り上げようとして
います。EPDは、独立した第三者機
関によって検証されます。

•	 	 コンクリートに関する「責任ある調
達」制度(RSS)。CSIは、コンクリー
トに関する、全世界で活用できる「
責任ある調達」制度の基準を制定し
ようとしています。この制度は、コ
ンクリート生産の環境的、社会的、
経済的側面をカバーし、組織のコミ
ットメントと、そのコミットメント
を裏付けるガバナンスを評価の中核
に位置付けるものとなります。建築
専門家に提供される情報は、やはり
独立に検証されます。
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	 CSIメンバーは、セメントおよびコン
クリート生産の専門家ですが、持続可能
性の課題に取り組むためには、さらには
るかに多くの専門知識が必要になりま
す。発足当初から、CSIは、産業団体、
政府、学界、市民社会などの多くの専
門家と密接に協力しながら、活動につい
て議論し、重要な問題に取り組んできま
した。このようなステイクホルダーと
の対話が継続的に行われているからこ
そ、CSIの活動と主張は、ステイクホル
ダーの期待に沿い、その急速な進化に対
応して行くことができるのです。

	 たとえば、オーストラリア、アラブ
連盟、ブラジル、カナダ、中国、ヨーロ
ッパ、インド、日本、ラテンアメリカ、
南アフリカ、米国など、世界の主なセ
メント産業団体との間に、良好な関係
が築かれています。これらの関係を通じ
て、CSIは各地の課題をより明確に理解
することができ、各パートナーはメンバ
ーにCSIのことを知らせ、CSIとともに実
施してきた様々な共同プロジェクトに関
する情報を伝えることができます。

	 さらにCSIは、評価の高い数々の著名
な組織とも提携し、それらの組織から、
具体的なガイドラインに関するフィード
バック、一部のCSIツールのテスト、セ
メント部門で持続可能性に取り組む方法
に関する総合的なアドバイスなどを受け
ることができました。主な組織として
は、国際エネルギー機関(IEA)、国際自然

保護連合(IUCN)、世界銀行、世界資源
研究所(WRI)、WWFインターナショナル
などが挙げられます。

	 またCSIは、幸いにも、少人数の上級
アドバイザーのグループから長年にわ
たり協力を得ることができました。彼ら
は、専門的経験による知識をCSIの活動
に提供し、様々な分野で新しい考え方、
新しい方針、新しいパートナーを提案し
てくれました。現在の諮問グループは
2011年に結成され、以下の人々で構成
されています：

•	 	 Claude Mandil(委員長)、元IEA事務
局長。

•	 	 Florian Barth、元米国グリーンコン
クリート評議会議長、元アメリカコ
ンクリート協会会長。

•	 	 Christian	 Brodhag、サンテチェンヌ
国立高等鉱業学校研究部長、元フラ
ンスの持続可能な発展に関する省庁
間代表、ISO 26000専門家。

•	 	 Fabio Feldman、ブラジル、地球気
候変動と生物多様性に関するパウリ
スタフォーラム事務局長。

セメント産業部会
経過報告書

外部と

の協力
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•	 	 William (Bill) Jackson博士、オース
トラリア、ビクトリア州公園局長、
元IUCN副総裁。

•	 	 Leena Srivastava博士、インド、
エネルギー資源研究所(TERI)執行役
員。

•	 	 Zhenjun Zuo教授、中国国際工程諮
詢公司、副ディレクター。

	 このような強固で一貫性のある関係に
支えられて、CSIは、持続可能な発展に
向けた、全世界のセメント産業の国際的

に認められた声としての役割の強化に努
めていきます。CSIメンバーは、全世界
のすべての事業所で、持続可能性に向け
て積極的かつ一貫した取り組みを実施し
ていきます。

	 CSIは、重要な持続可能性に関する研
究、原則、政策、業務方法を生み出そう
とする国際的な政府機関、産業団体、学
界、およびNGOにとって、セメント産
業とそのバリュー・チェーンの中で、第
一に選ばれるパートナーになるという決
意を持ち続けます。

	 CSIとそのメンバー会社は、今後10年
間とそれ以降に向けて、取り組むべき課
題への答を見出すため、パートナーとの
協力を続けて行きたいと考えています。
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10年間の進歩 ―
次の10年に向けて



29

持 続 可 能 な 発 展 の た め の 世 界 経 済 人 会 議
(WBCSD)について

	 持続可能な開発のための世界経済人会議は、先進的な企業で構成されたCEO主導の
組織であり、産業、社会、環境のための持続可能な未来の創出に向けて、世界の実業界
に行動を促している組織です。会議は、そのメンバーとともに、高く評価される思想的
リーダーシップと効果的な提言によって建設的な解決法を生み出し、共同で行動を起こ
しています。産業の擁護者としてステイクホルダーとの強力な関係を利用しながら、持
続可能な発展に向けた解決法を支持する議論と政策変更を推進しています。

	 200社を数えるWBCSDのメンバーは、すべての大陸、すべての産業部門を代表す
る企業であり、年商の合計額は7兆ドルを上回ります。WBCSDは、持続可能な発展
の課題に関するベストプラクティスの共有や、現状からの変化を可能にする革新的ツ
ールの開発を行うための議論の場をメンバーに提供しています。また、大多数が発展
途上国を拠点とする60の国と地域のビジネス協会やパートナー組織のネットワーク
も、WBCSDを支えています。
: www.wbcsd.org 

セメント産業部会(CSI)について

	 セメント産業部会(CSI)は、100ヵ国以上で操業を行う主要なセメント生産者24社
による世界的な活動です。これらの企業は、合計すると世界のセメント生産量の約
30%を占めます。経営規模は、非常に大きな多国籍企業から、小さな地域的生産者ま
で様々です。すべてのCSIメンバーは、強力な経済的業績を追求するとともに、社会
および環境的責任に対しても同様に強いコミットメントを持ち、事業戦略と経営に持
続可能な発展を組み込んでいます。CSIは、持続可能な発展のための世界経済人会議
(WBCSD)による取り組みの一つです。
: www.wbcsdcement.org
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Disclaimer
注意事項

The Japanese language version of this document is a convenience translation 
of the original English language version.  In case of discrepancies between the 
original English language document and its Japanese convenience translation, 
the original English version shall apply and prevail.  Please visit the CSI website 
(www.wbcsdcement.org) for more information.

	 この日本語訳は原文が英語版であるガイドラインを、便宜のため参考訳したもので
す。原文の英語版と参考訳である日本語訳の間に相違が生じた場合は、原文の英語版
が適用され優先します。詳細は	 CSIのウェブサイト（www.wbcsdcement.org）を
参照願います。

	 本報告書は、WBCSDの名前で刊行されたものです。これは、事務局と、セメント
産業部会(CSI)に参加するメンバー会社の経営幹部らによる共同作業の成果です。本書
がグループの多数派の意見を大まかに反映した文書であることを確認するため、内容
についてはCSIメンバーの間で検討を行いました。しかしこれは、すべてのメンバー
会社がすべての文言に同意したことを意味するものではありません。
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